
課：

一般財源(物件費充当分のみ) 15,901 15,021 ― ― 15,470

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 30,739 31,932 ― ―

　物件費計 15,901 15,021 ― ― 15,470 97.1%

　人件費計 14,838 16,911 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 0 0 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 14,838 16,911 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 0.00人 0.00人 ― ―

1.93人 2.06人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

「はたちのつどい」式典を開催（例年「成人の日」）

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

「はたちのつどい」への参加を契機として、地域や社会における責任ある一員としての意識を持つようになる。

対象者(受益者) 参加対象者（式典を実施する年度中に20歳に達する人。以下同じ。）

現状・課題 「はたちのつどい」がなければ、20歳となった自覚を促し、地域・社会への帰属意識を育む、重要な人生の節目が失われる。

事業の概要

20歳を迎えられるにあたっての自覚を促すとともに、地域で新たな門出を祝福することを目的として、市立中学校体育館（全19校）等
で式典を開催する地域分散方式で実施。
・国歌・市歌斉唱、市長式辞、市議会議長祝辞
・参加者代表（各会場1～2名）による「はたちの想い」
・会場ごとに様々なオープニング等の実施

年間の主な事務

根拠法令等 枚方市教育委員会事務決裁規程、枚方市事務決裁規程

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2006(H18)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 任意的区分

施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち 性質 子育て・教育

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 任意的事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 424

事務事業名称 はたちのつどい事業



① 会場 会場 会場 会場

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

引き続き、より多くの対象者が参加しやすいように工夫しながら、２０歳となったことを実感する機会を提供する。
R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

地域・社会から祝福されて20歳になったことを自覚することにより、地域・社会への帰属意識が育まれる。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

例年通り成人の日に、市立19中学校体育館等を会場とする地域分散方式で開催した。令和６年度は、どなたでも参加しやすい会場として、市立19中学
校に加えて、地域活性化支援センターに「たまゆらイベントホール会場」を試験的に設置し、20歳の参加者19人、家族等の一般参加者16人、合計35人
の参加があった。様々な事情により中学校以外の会場の方が式典に参加しやすいというニーズをうまく拾い上げることができたと考えている。

R7
年度

例年通り成人の日に、昨年同様、市立19中学校体育館に、どなたでも参加しやすい会場として試験的に設置した地域活性化支援センターのたまゆらイ
ベントホールを加えた20箇所を会場とする地域分散方式で開催した。たまゆらイベントホール会場では、20歳の参加者35人、家族等の一般参加者
29人、合計64人の参加があり、前年度よりも参加者が増加しており、本会場の認知度が上がっていると考えられる。

68.8 80 ― ― ％

参加者数／参加対象者数×100
【アンケートで「20歳となったことを実感した」と回答した人数／アン
ケート回答者数×100】
（Ｒ６：アンケートで「大変よかった」「よかった」と回答した人数／アン

80 80 80 80 ％

70.4 68.1 ― ― ％

R6 R7 R8 R9 単位

70 70 70 70 ％

参加者が20歳となった自覚を持つ。
（Ｒ６：参加者の満足度が向上する。）

指
標

参加対象者に占める参加者の割合

指
標

参加者に対するアンケート結果（20歳の自覚）
（Ｒ６：参加者に対するアンケート結果（満足度））

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

地域で開催される「はたちのつどい」に参加対象者が参加する。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

開催会場数 会場 20 20 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 0 0 ― ― 0

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 342,749 372,098 ― ―

　物件費計 0 0 ― ― 0 0.0%

　人件費計 342,749 372,098 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 342,134 370,785 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 615 1,313 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 102.67人 102.53人 ― ―

0.08人 0.16人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

・全小・中学校における施設管理業務
・早朝、夜間、休日時における学校施設の巡回業務及び学校施設開放事業に係る受付・案内業務等

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

市立学校園施設の保安が図られている状態

対象者(受益者) 学校に在籍する教職員や児童・生徒

現状・課題 学校施設の適切な維持管理・警備を行っている。

事業の概要
・全小・中学校に学校施設管理人を配置（平日 朝7:00～8:30、夜間16:30～21:30、休日 8:30～12:30、12:30～19:00）し、施
設の管理・警備業務を実施する。（幼稚園の管理・警備業務は近隣小学校に配置している学校施設管理人が担う。）
・学校において、平日の深夜、休日の夜間・深夜には、施設の管理・警備業務を民間業者に委託し、機械警備を実施する。

年間の主な事務

根拠法令等 枚方市教育委員会事務決裁規程、枚方市事務決裁規程

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2006(H18)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 行政運営区分

施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち 性質 子育て・教育

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 435

事務事業名称 学校施設管理事務



① 校 校 校 校

② 校 校 校 校

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 見直し ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

引き続き、施設管理人による巡回警備及び民間業者委託による機械警備を行い、学校園施設の管理・警備業務を実施
することにより、市立全学校園の安全・安心で良好な学習環境の維持を図っていく。
今後、学校施設管理人の勤務時間について精査をする予定。

R8年度
方向性 見直し

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

全小・中学校に学校施設管理人を配置するとともに、新しい学校推進課の委託による夜間・深夜の警備を実施した。

R7
年度

全小・中学校に学校施設管理人を配置するとともに、新しい学校推進課の委託による夜間・深夜の警備を実施した。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

平日の深夜、休日の夜間・深夜に、機械警備による警備を
実施する。

校 63 63 ― ―

平日朝7:00～8:30、夜間16:30～21:30、休日 8:30
～12:30・12:30～19:00に、学校施設管理人を配置
し、施設の管理・警備を行う。

校 63 63 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 118 1,363 ― ― 1,413

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 272,609 293,864 ― ―

　物件費計 118 1,363 ― ― 1,413 96.5%

　人件費計 272,491 292,501 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 154,846 171,967 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 117,645 120,534 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 38.76人 40.63人 ― ―

13.39人 12.12人 ― ―

再任用 2.76人 3.97人 ― ―

・校舎、校庭等の清掃業務
・校舎、校庭等の簡易な修理及び作業
・紙くず、ごみ等の処理
・樹木、花壇の手入れ及び除草（刈払機による作業あり）

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

児童・生徒や教職員が快適な環境で学校生活を送ることができる状態

対象者(受益者) 学校に在籍する教職員や児童・生徒

現状・課題
児童・生徒や教職員が安全で良好な環境で学校生活を送れるよう、効果的な人的配置を行っているが、学校の立地条件や技術などの差
により、学校間の平準化が図れていない。

事業の概要
市立全小・中学校（小学校44校・中学校１９校）に各校1人の校務員及びブロックアドバイザー（R6年度3人、R7年度～4人）を配置し、
教員や学校事務職員の業務に含まれる業務を中心に、学校における日常の施設の維持管理、清掃、補修、植栽の管理及び除草などの環
境整備を行う。

年間の主な事務

根拠法令等 学校教育法、学校教育法施行規則

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2004(H16)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 行政運営区分

施策目標 16.子どもたちの生きる力を育む教育が充実したまち 性質 子育て・教育

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 440

事務事業名称 学校校務員事務



① 人 人 人 人

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

引き続き、児童・生徒や教職員が安全で良好な環境で学校生活を送れるよう、効果的な人的配置を行い、校務員によ
る環境整備を進める。

R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

教職員の業務に含まない学校施設の日常における維持管理業務等を中心に、学校事業全般を円滑に運営できるように様々な役割を担い、学校環境の
向上に努めた。
近隣の学校園（幼稚園含む。）で構成するブロック単位での環境整備の取り組みを進め、運営の効率化を図るとともに、ブロック内で知識・技能の継承
等を行うため人員の適正配置を行った。

R7
年度

教職員の業務に含まない学校施設の日常における維持管理業務等を中心に、学校事業全般を円滑に運営できるように様々な役割を担い、学校環境の
向上に努めた。
近隣の学校園（幼稚園含む。）で構成するブロック単位での環境整備の取り組みを進め、運営の効率化を図るとともに、ブロック内で知識・技能の継承
等を行うため人員の適正配置を行った。
R7年度からは、ブロック体制を見直して全てのブロックにブロックアドバイザーを配置し、より実行性のある環境整備を行った。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

学校に校務員を配置する 人 66 67 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 0 0 ― ― 2

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 2,690 1,709 ― ―

　物件費計 0 0 ― ― 2 0.0%

　人件費計 2,690 1,709 ― ―

―

附属機関委員 76 67 ― ―

会計年度任用職員 0 0 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 2,614 1,642 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 11.00人 7.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 0.00人 0.00人 ― ―

0.34人 0.20人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

社会教育委員会議の開催（年間１～２回程度）

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

社会教育に関する重要事項について調査・審議が行われ、その意見等を受けて、効果的な施策の推進を目指す。

対象者(受益者) 市職員

現状・課題 計画の立案等に際して、各分野の専門的な知見が得られない。

事業の概要

社会教育委員は、学校教育及び社会教育関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者、並びに学識経験を有する者の中から教育委
員会が委嘱する（13人以内）。任期は2年間。
（職務）
社会教育に関し教育委員会に助言するため、次の職務を担う。
・社会教育に関する諸計画を立案すること。
・定時または臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意見を述べること。
・上記の職務を行うために必要な研究･調査を行うこと。

年間の主な事務

根拠法令等 社会教育法、枚方市社会教育委員設置条例

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 1950(S25)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 行政運営区分

施策目標 17.誰もが文化芸術やスポーツなどに親しみ、学び、感動できるまち 性質 内部事務・行政運営

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 473

事務事業名称 社会教育委員会議運営事務



① 回 回 回 回

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

本市の社会教育行政の進展状況を踏まえ、必要に応じて社会教育委員会議を開催し、社会教育委員それぞれの専門
的な立場から、ご意見をいただくことで、さらに社会教育の充実を図る。

R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

社会教育委員会議を１回開催し、社会教育委員それぞれの専門的な立場から、ご意見をいただくことができた。

R7
年度

社会教育委員会議を１回開催し、社会教育委員それぞれの専門的な立場から、ご意見をいただくことができた。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

会議の開催回数 回 1 1 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 3,670 3,534 ― ― 3,513

歳入計(物件費に充当される特定財源) 1,913 2,276 ― ― 3,081

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

1,913 2,276 ― ― 3,081

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 17,435 19,329 ― ―

　物件費計 5,583 5,810 ― ― 6,594 88.1%

　人件費計 11,852 13,519 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 935 959 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 10,917 12,560 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 0.04人 0.04人 ― ―

1.42人 1.53人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

前記各種事業を適宜実施する（時期や回数は不定）

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

多くの市民等が、講座等を通じて、日常生活や家庭生活において身につけておくべき知識や技術を習得し、主体的に学びを深めていく
ことができるようにする。

対象者(受益者) 教育委員会が主催または共催する社会教育に関する事業に参加または参加を希望する市民等

現状・課題
社会教育活動推進事業がなければ、市として日常生活や家庭生活において身につけておくべき知識や技術を容易に入手できる機会を
提供することができない。

事業の概要

次の各種事業を行う。
・社会教育基礎講座…人が地域で生活するために必要な基礎的な知識や技術を習得する機会の提供を行う講座を開催する。
・家庭教育支援事業…自分の子育てを振り返る機会を提供し、「気づき」を促す講座や、親と子が協力し一つのことを成し遂げたり、何か
を作ったりすることで、親子のコミュニケーションの機会を増やす講座を開催する。
・社会教育（人権）講座等…お互いの違いを理解し、尊重することの大切さについて考える機会の提供等を行う講座を開催する。

年間の主な事務

根拠法令等 社会教育法

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2007(H19)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 任意的区分

施策目標 17.誰もが文化芸術やスポーツなどに親しみ、学び、感動できるまち 性質 子育て・教育

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 任意的事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 474

事務事業名称 社会教育活動推進事業



① 回 回 回 回

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

今後も日本語・多文化共生教室「よみかき」については、日常生活において日本語の読み書きや会話に困っている方
に活用いただけるよう、引き続き事業の周知に努めるとともに、講座についても、受講者アンケートの結果などを踏
まえ、市民ニーズに即した講座を企画し、受講者数の増加に努める。

R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

満足度の高い講座を提供することで、市民等の講座への参加意欲が高まり、主体的に学ぶ市民等が増える。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

・今回のアウトプット指標の実績値低下は、日本語・多文化共生教室「よみかき」において学習目標の達成や在留期間の満了による年度途中退室が重
なって延べ学習者数が大きく減少したことによるもので、一時的なものだったと考えている。
・その他の講座の延べ参加者数については、近年は増加傾向にあり、参加者満足度も、全体として引き続き高い水準を維持できているが、これは、著名
な講師に依頼できたことが要因の一つと考えている。

R7
年度

・令和７年度の受講者増は、「よみかき」教室の学習者が大きく増加したことが主な原因で、本市の外国人々口の増加傾向が反映されたものと考えてい
る。このような動きに対応するため、令和８年度には「よみかき」スタッフの養成講座を開催する予定である。
・今後も受講者アンケートの結果などを踏まえ、市民ニーズに即した講座を企画し、受講者数の増加につなげていきたいと考えている。

91.79 86.54 ― ― ％

講座の延べ参加者数
【アンケ―トで「大変よかった」「よかった」と回答した人数／アンケ―ト回
答者数×100】

80 80 80 80 ％

3,543 4,129 ― ― 人

R6 R7 R8 R9 単位

4,130 4,130 4,130 4,130 人

事業参加者が事業の内容に満足する。

指
標

講座の延べ参加者数

指
標

参加者に対するアンケ―ト結果（満足度）

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

実施内容に興味を抱く市民が講座に参加する。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

講座の開催回数 回 615 617 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 0 36 ― ― 0

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 2,691 3,730 ― ―

　物件費計 0 36 ― ― 0 0.0%

　人件費計 2,691 3,694 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 0 0 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 2,691 3,694 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 0.00人 0.00人 ― ―

0.35人 0.45人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

・内容に応じた効果的な情報発信

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

教育委員会として、社会情勢や社会のニーズを捉えた取り組みを企画または実施し、対象者へわかりやすく情報発信ができている状
態。

対象者(受益者) 市民

現状・課題
教育委員会では様々な取り組みを実施しているものの、事業のプロモーション不足などにより保護者や児童・生徒の満足度を高める情
報発信ができていない。

事業の概要

市広報、市ホームページ、市SNS（LINE、X、Facebook）、市教育委員会ブログ（４４小学校、１９中学校運営分含む）など様々な媒体を
通じて、取り組みの情報発信を適宜行う。
また、委員会内各課が必要に応じて作成する紙媒体（チラシ・リーフレット）についても、教育委員会として適切な発信となるよう内容確
認、調整など作成サポートを行う。

年間の主な事務

根拠法令等 枚方市教育委員会事務決裁規程、枚方市事務決裁規程

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2008(H20)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 6.計画の推進に向けた基盤づくり 細区分 行政運営区分

施策目標 29.市民との情報の共有化を進めます 性質 子育て・教育

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 686

事務事業名称 教育委員会広報事務



① 件 件 件 件

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

教育委員会の取り組みを、対象者へわかりやすく情報発信していくために、引き続き手法や媒体等の検討を行いなが
ら、効果的な情報発信を実施していく。

R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

教育委員会の取り組みを、市広報、市ホームページ、市SNS（LINE、X、Facebook）、市教育委員会ブログなどの媒体を通じて、情報発信を行った。
また、中央図書館が枚方市立図書館のリーフレットを作成するにあたり、教育委員会として発信したい情報の整理やレイアウト調整、内容確認などの作
成サポートを行った。

R7
年度

市内外に向けて枚方の教育を紹介するＰＲリーフレット「未来を拓く　枚方の教育」を作成した。リーフレットは、学校への配付や市ホームページでの公開
などを行い、教育委員会の取り組みを知ってもらうための情報発信に活用した。
教育委員会ブログは、投稿数が減少したものの、閲覧数は大きく増加した。（年間閲覧数　R6：2,870,056件→R7：4,168,069件）これは、学校ブロ
グが、保護者や地域にとって学校の日々の取り組みや子どもの状況を知るためのツールとして定着してきたことによるものと考える。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

教育委員会ブログ記事の掲載件数 件 52,983 34,555 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 30 41 ― ― 91

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 1,951 2,097 ― ―

　物件費計 30 41 ― ― 91 45.1%

　人件費計 1,921 2,056 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 0 0 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 1,845 1,970 ― ―

特別職非常勤 76 86 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 3.00人 3.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 0.00人 0.00人 ― ―

0.24人 0.24人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

・４～５月　各課からの点検評価シートとりまとめ（以降、完成までの間随時シートの整理をおこなう）
・６月上旬ころ　第１回点検評価員会議
・７月上旬ころ　第２回点検評価員会議
・７月下旬ころ　第３回点検評価員会議
・８月教育委員会定例会にて議決
・８月末ころ　議会へ情報提供、市ホームページへの報告書掲載

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況について、学識経験者の知見を活用しながら点検・評価をおこない、その結果を公
表することにより市民への説明責任を果たし、効果的な教育行政を推進していく。

対象者(受益者) 幼稚園・小学校・中学校の児童・生徒・保護者、地域住民

現状・課題 より市民に分かりやすい報告書となるよう、学識経験者による指摘や意見に基づく改善を行う必要がある。

事業の概要

・教育委員会の会議等の開催や活動状況等の確認を行うともに、枚方市教育振興基本計画に係る主要事業について点検及び評価を行
う。
・点検及び評価の内容について、学識経験者の知見を活用する。（点検評価員会議を３回程度開催）
・点検及び評価の結果に関する報告書を作成し、議会へ提出するとともに、市民に公表を行う。

年間の主な事務

根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2008(H20)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 6.計画の推進に向けた基盤づくり 細区分 行政運営区分

施策目標 31.持続可能な行財政運営を進めます 性質 子育て・教育

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 776

事務事業名称 教育に関する事務の点検及び評価事務



① 回 回 回 回

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況について、外部の学識経験者からは「適正」と判断されたことを
踏まえ、現状の取り組みを続けるとともに、本事業のさらに効果的な実施手法を検討し、より効果的かつ明瞭な教育
行政を推進していく。
また、市民への説明責任を果たすため、点検及び評価の結果や、教育委員会が推進している各事業について広く情報
発信に努める。

R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

WEB会議にて３回の点検評価員会議を行い、学識経験者の知見を活用して、市民に向けてわかりやすい報告書を作成することができた。教育委員会
の権限に属する事務の管理及び執行の状況について、点検及び評価を行い、「適正」と判断された。なお、作成した報告書は、議会へ報告するとともに、
ホームページにより市民に公表した。

R7
年度

WEB会議にて３回の点検評価員会議を行い、学識経験者の知見を活用して、市民に向けてわかりやすい報告書を作成することができた。教育委員会
の権限に属する事務の管理及び執行の状況について、点検及び評価を行い、「適正」と判断された。なお、作成した報告書は、議会へ報告するとともに、
ホームページにより市民に公表した。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

点検評価員会議の開催日数 回 3 3 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 165 131 ― ― 292

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 12,889 13,627 ― ―

　物件費計 165 131 ― ― 292 44.9%

　人件費計 12,724 13,496 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 0 0 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 5,074 5,336 ― ―

特別職非常勤 7,650 8,160 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 4.00人 4.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 0.00人 0.00人 ― ―

0.66人 0.65人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

・毎月１回の教育委員会定例会及び教育委員会協議会（案件がある場合のみ）の開催とそれに伴う各種事務
・毎月１回程度の教育政策会議の開催（非公開）とそれに伴う各種事務

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

教育長、教育委員との合議制で教育委員会の意思決定をおこなうことにより、専門家のみによる判断ではなく、社会の常識や保護者・
住民のニーズを教育施策に反映させ、執行していくこと。

対象者(受益者) 教育委員会事務局及び関係課職員、地域住民

現状・課題
・教育委員会定例会については、地域住民が傍聴しやすいよう、会議の開催日程や案件をホームページなどで周知し、また会議録につい
ても公開している。
・教育政策会議については、教育委員会定例会等に提出する案件を中心に教育委員から意見を聴取し議論を深めている。

事業の概要
教育委員会は、地方自治の精神に基づき、５人の合議制により幅広い視野から審議し意思決定を行っている。
・教育委員会定例会・臨時会、教育委員会協議会が円滑に運営されるよう準備を行う。
・教育政策会議の準備、運営を行う。

年間の主な事務

根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 1952(S27)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 6.計画の推進に向けた基盤づくり 細区分 行政運営区分

施策目標 31.持続可能な行財政運営を進めます 性質 内部事務・行政運営

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 777

事務事業名称 教育委員会会議運営事務



① 回 回 回 回

② 回 回 回 回

③ 回 回 回 回

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

市政運営の透明性を確保するため、引き続き、教育委員会の会議及び教育委員の活動について、ホームページ等で市
民に公開する。

R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

教育委員会定例会・臨時会、教育委員会協議会、教育政策会議の準備・運営をスムーズに行うことができた。

R7
年度

教育委員会定例会・臨時会、教育委員会協議会、教育政策会議の準備・運営をスムーズに行うことができた。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

教育政策会議の開催回数 回 17 12 ― ―

教育委員会協議会の開催回数 回 8 7 ― ―

教育委員会定例会・臨時会の開催回数 回 13 13 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 793 1,035 ― ― 996

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 3,099 3,826 ― ―

　物件費計 793 1,035 ― ― 996 103.9%

　人件費計 2,306 2,791 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 0 0 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 2,306 2,791 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 0.00人 0.00人 ― ―

0.30人 0.34人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

・教育長及び教育委員のスケジュール管理・調整
・教育長及び教育委員の職務遂行に係る資料等の調製、交際費の支出、来客対応、公用車による送迎等

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

教育長及び教育委員の円滑なスケジュール管理・調整、教育委員の活動等のホームページへの掲載ができている状態。

対象者(受益者) 教育長及び教育委員/ホームページを閲覧している市民

現状・課題 教育長及び教育委員の円滑なスケジュール管理・調整のための担当課との情報共有

事業の概要
・教育長及び教育委員のスケジュール管理・調整
・教育長及び教育委員の職務遂行に係る資料等の調製、交際費の支出、来客対応、公用車による送迎等

年間の主な事務

根拠法令等 枚方市教育委員会事務決裁規程、枚方市事務決裁規程

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 不明 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 6.計画の推進に向けた基盤づくり 細区分 行政運営区分

施策目標 31.持続可能な行財政運営を進めます 性質 内部事務・行政運営

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 778

事務事業名称 教育委員会秘書事務



① 回 回 回 回

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

引き続き、教育長及び教育委員の職務が円滑に行われるよう事務を執行するとともに、教育委員の活動について市
民への広報を行う。

R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

教育長及び教育委員のスケジュール管理・調整等、職務の遂行に係る資料等の調製、交際費の支出、公用車による送迎等、円滑に事務を執行した。

R7
年度

教育長及び教育委員のスケジュール管理・調整等、職務の遂行に係る資料等の調製、交際費の支出、公用車による送迎等、円滑に事務を執行した。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

教育委員活動状況のホームページへの掲載回数 回 12 12 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 0 0 ― ― 0

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 0 458 ― ―

　物件費計 0 0 ― ― 0 0.0%

　人件費計 0 458 ― ―

―

附属機関委員 0 48 ― ―

会計年度任用職員 0 0 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 0 410 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 5.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 0.00人 0.00人 ― ―

0.00人 0.05人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

［Ｒ７］香里ケ丘図書館・香里ケ丘中央公園みどりの広場（指定管理期間：令和５年４月１日～令和10年３月３１日）の指定管理者の評価を
行うため、指定管理者評価委員会を設置し、運営事務を行う。（委員の選定・委嘱・報酬の支払等）

［Ｒ９］香里ケ丘図書館・香里ケ丘中央公園みどりの広場の指定期間の満了に伴い、次期指定管理者を選定するため、指定管理者選定委
員会を設置し、運営事務を行う。（委員の選定・委嘱・報酬の支払等）

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

指定管理制度の導入により、民間事業者等が有する専門知識や経営資源が活用され、行政サービスの質が向上し、効率的・効果的な施
設管理運営が行われている状態。

対象者(受益者) 香里ケ丘図書館・香里ケ丘中央公園みどりの広場（教育委員会指定管理施設)の利用者

現状・課題
・指定管理者の候補となる団体の選定を適正に行うため、教育委員会の附属機関として指定管理者選定委員会を設置する必要がある。
・指定管理者の評価を適正に行うため、教育委員会の附属機関として指定管理者評価委員会を設置する必要がある。

事業の概要
指定管理制度の適切な運用のため、指定管理者選定委員会及び指定管理者評価委員会の運営事務を行う。
・指定管理者選定委員会は、指定管理制度の導入あるいは更新を行うときに実施
・指定管理者評価委員会による評価は、原則、指定管理期間の中間年度に１回実施

年間の主な事務

根拠法令等 地方自治法第244条の2第3項、枚方市公の施設における指定管理者の指定の手続等に関する条例及び同施行条例

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2018(H30)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 6.計画の推進に向けた基盤づくり 細区分 行政運営区分

施策目標 31.持続可能な行財政運営を進めます 性質 内部事務・行政運営

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 781

事務事業名称 教育委員会指定管理者委員会運営事務



① 回 回 回 回

② 回 回 回 回

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

指定管理制度の適切な運用のため、今後も継続して、指定管理者選定委員会及び指定管理者評価委員会の運営事務
を実施していく。

R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

令和6年度は、指定管理者選定委員会及び指定管理者評価委員会の開催がなかったため、指定管理者委員会運営事務は実施しなかった。

R7
年度

香里ケ丘図書館・香里ケ丘中央公園みどりの広場の指定管理者の指定管理期間（令和５年４月１日～令和10年３月３１日）の中間年度となるため、モニ
タリングが適正に行われているかの評価（外部評価）を行うことを目的として、指定管理者評価委員会を設置し、運営事務を行った。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

指定管理者評価委員会の実施回数 回 0 1 ― ―

指定管理者選定委員会の実施回数 回 0 0 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 29 0 ― ― 0

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 22,324 25,612 ― ―

　物件費計 29 0 ― ― 0 0.0%

　人件費計 22,295 25,612 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 0 0 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 22,295 25,612 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 0.00人 0.00人 ― ―

2.90人 3.12人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

・予算要求を行うときの内容確認・調整（６月・９月・12月・３月）
・決算資料の取りまとめ（６月）
・新規事業提案に対する内容確認・調整
・枚方市教育委員会主要事業の作成（４月頃）、進捗状況の取りまとめ、公表（11月頃）

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

教育振興基本計画で掲げる教育目標「学びあい、つながりあい、一人ひとりの未来をひらく」を実現するために、事業が実施されている
状態

対象者(受益者) 教育委員会事務局内職員

現状・課題
教育目標を達成することを念頭に、教育振興基本計画で設定した基本方策に基づき、教育委員会の取り組みの決定、進行管理を行う必
要がある。

事業の概要
・教育委員会の新規事業や予算要求の内容について、より効果的な取り組みとするために調整を行う。
・教育振興基本計画の基本方策の具体化を図るための取り組みについて、毎年度進捗状況の管理を行い、施策の推進や見直し等が必要
な場合は、関係部署と調整を図る。

年間の主な事務

根拠法令等 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 2008(H20)年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 6.計画の推進に向けた基盤づくり 細区分 行政運営区分

施策目標 31.持続可能な行財政運営を進めます 性質 内部事務・行政運営

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 795

事務事業名称 教育予算・実行計画調整事務



① 回 回 回 回

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

「枚方市教育振興基本計画」に基づき、市政の基本方針等との整合性を図りながら、教育行政に関する事業計画の執
行管理・調整と効果的・効率的な事業執行のための予算編成と施策を進めていく。

R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

教育委員会の新規事業や予算要求の内容について、適切な執行管理・調整等を行い、より効果的な取り組みとなるため調整を行った。また、「枚方市教
育振興基本計画」の基本方策の具体化を図るための取り組みについて、半期（６か月）経過時点の進捗状況の管理を行った。「枚方市教育振興基本計
画」については、平成28年から令和9年までの12年間を計画期間とし、概ね4年を目途に取り組みの検証・評価、見直しを行うこととしているところ、
令和6年度において、新たな枚方市教育大綱（令和6年3月）の内容等を踏まえ見直しを行った。

R7
年度

教育委員会の新規事業や予算要求の内容について、適切な執行管理・調整等を行い、より効果的な取り組みとなるため調整を行った。また、「枚方市教
育振興基本計画」の基本方策の具体化を図るための取り組みについて、半期（６か月）経過時点の進捗状況の管理を行った。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

枚方市教育委員会の主要事業の進捗状況の公表 回 1 1 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 468 901 ― ― 1,114

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 0 ― ― 0

その他 0 0 ― ― 0

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 39,955 43,216 ― ―

　物件費計 468 901 ― ― 1,114 80.9%

　人件費計 39,487 42,315 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 7,351 7,755 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 32,136 34,560 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 2.18人 1.96人 ― ―

4.18人 4.21人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

・採用関係事務（年間5回程度）
・年末調整（例年10月から1月）
・各種検診関係（年間7回程度）

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

・職員が、その能力を存分に発揮することができ、組織体制が充実している状態。
・各職員に適正に給与等が支給される状態。

対象者(受益者) 教育委員会職員

現状・課題 職員の人事及び給与等に関する事務を適正に執行する必要がある。

事業の概要

・教育委員会職員（教職員を除く）の人事管理事務と各種休暇の管理、公務災害時の手続き、研修実施等に関する事務。夏・冬作業服、靴
等をそれぞれの貸与基準に基づいて貸与。
・特別職、正職員、会計年度任用職員等、教育委員会職員の報酬・給与の支払事務、所得税・住民税の控除及び納付事務、年末調整、社会
保険・雇用保険等の事務手続き、給与証明の発行等。

年間の主な事務

根拠法令等 地方公務員法等

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 不明 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 6.計画の推進に向けた基盤づくり 細区分 行政運営区分

施策目標 31.持続可能な行財政運営を進めます 性質 内部事務・行政運営

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 820

事務事業名称 人事給与関係事務



① 回 回 回 回

② 人 人 人 人

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

・職員一人ひとりの資質向上に努めることにより、教育行政に対する市民の信頼を確保する。
・引き続き厳正で効率的な事務執行に務める。

R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

・教育委員会職員（教職員を除く）の人事管理、各種休暇の管理、公務災害時の手続き、研修実施等に関する事務、夏・冬作業服、靴等の貸与について、
基準に基づき適正に執行した。
・特別職、任期付職員、会計年度任用職員等を含む教育委員会職員（教職員を除く）の報酬・給与等の支払事務、所得税・住民税の控除及び納付事務、年
末調整、社会保険・雇用保険等の事務手続き、給与証明の発行等の事務を適正かつ迅速に遂行した。

R7
年度

・教育委員会職員（教職員を除く）の人事管理、各種休暇の管理、公務災害時の手続き、研修実施等に関する事務、夏・冬作業服、靴等の貸与について、
基準に基づき適正に執行した。
・特別職、任期付職員、会計年度任用職員等を含む教育委員会職員（教職員を除く）の報酬・給与等の支払事務、所得税・住民税の控除及び納付事務、年
末調整、社会保険・雇用保険等の事務手続き、給与証明の発行等の事務を適正かつ迅速に遂行した。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

年末調整を行った人数（例年10月から1月） 人 1,102 1,110 ― ―

採用試験の実施回数 回 7 8 ― ―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 19,049 19,485 ― ― 19,570

歳入計(物件費に充当される特定財源) 435 398 ― ― 500

その他 435 398 ― ― 500

0

市債 0 0 ― ― 0

0 0 ― ― 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 0 ― ―
歳
入

国庫支出金 0 0 ― ― 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 41,950 42,419 ― ―

　物件費計 19,484 19,883 ― ― 20,070 99.1%

　人件費計 22,466 22,536 ― ―

―

附属機関委員 0 0 ― ―

会計年度任用職員 2,016 864 ― ―内
訳

正職員、再任用、任期付職員 20,450 21,672 ― ―

特別職非常勤 0 0 ―

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R7予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 0.00人 ― ―

附属機関委員 0.00人 0.00人 ― ―

任期付職員 0.00人 0.00人 ― ―

会計年度任用職員 0.75人 0.37人 ― ―

2.66人 2.64人 ― ―

再任用 0.00人 0.00人 ― ―

・教育委員会公用車車両の管理（燃料費の支払い・車検・定期点検・ＪＡＦ加入手続き）
・全国市長会学校災害賠償補償保険加入手続き（３月）、保険料支払い（４月）、入院を伴う学校事故に係る請求書等の提出
・建物共済分担金（火災保険料）の支払い（６月）
・学校園連絡便・学校園連絡物小包仕分けに関する事務（委託契約手続き・委託料支払い）
・後援名義の承認手続き

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

課の運営が円滑に行われている状態

対象者(受益者) 課職員

現状・課題 課の運営を円滑に図る必要がある

事業の概要 課の運営事務

年間の主な事務

根拠法令等 枚方市教育委員会事務決裁規程、枚方市事務決裁規程

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 不明 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

― ―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 9.施策体系外 細区分 行政運営区分

施策目標 99.施策体系外 性質 内部事務・行政運営

担当部署(R8年度機構) 部： 総合教育部 教育政策課 区分 行政運営事業

令和7年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 898

事務事業名称 教育政策課運営事務



①

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 現状維持 ― ―

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

R8
年度

R9
年度

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R8年度
取組方針

他部局との連絡、調整を図りながら、正確かつ迅速に事務処理を行い、円滑な事務執行を行う。
R8年度
方向性 現状維持

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

―

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

学校園連絡物小包配送業務、教育政策課車両運行・管理業務、後援名義事務など、その他運営に係る庶務業務を円滑に執行した。

R7
年度

学校園連絡物小包配送業務、教育政策課車両運行・管理業務、後援名義事務など、その他運営に係る庶務業務を円滑に執行した。

―

― ―

―

―

R6 R7 R8 R9 単位

―

―

指
標

―

指
標

―

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

―

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

―

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績


